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第１章 戦略の策定にあたって 

１．背景と趣旨 

人口減少・少子高齢化と東京圏への人口の一極集中が同時に進行する中、将来にわたって活力ある日

本社会を維持していくため、国は平成26年11月に「まち・ひと・しごと創生法」を公布し、同法に基づい

て、日本の人口の現状と将来の姿等を示す「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び５か年の目標や施

策等を示す「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。 

この戦略においては、人口減少問題の克服と成長力の確保の実現に向けて「地方における安定した雇

用を創出する」、「地方への新しいひとの流れをつくる」、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ

る」、「時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに地域と地域を連携する」を４つの基本目

標とし、地方創生に向けた取組が進められてきました。 

また、令和２年度を初年度とする国の『第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020改訂版）』では、

これまでの取組成果を踏まえ、第１期で掲げた基本目標を継承しながら、地方創生の目指すべき将来とし

て、日本が抱える課題の解決に一体的に取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた

地方創生の今後の方向性を打ち出し、将来にわたって「活力ある地域社会」の実現と「東京圏への一極集

中」の是正を共に目指すため、４つの基本目標と２つの横断的な目標のもとに取り組んできました。 

さらに、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、テレワークの普及や地方移住への関心の高まり

など、社会情勢がこれまでと大きく変化している中、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、

「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す「デジタル田園都市国家構想」の実現に向け、

『第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020改訂版）』を改訂し、令和５年度を初年度とする「デジタ

ル田園都市国家構想総合戦略」を新たに策定し、令和４年12月に閣議決定されました。 

このような中、本町においても、平成27年10月に策定した「豊浦町総合戦略」の計画期間が令和４年

度で満了することから、社会情勢の変化や国・北海道の動向とこれまでの間に実施してきた取組の成果

や課題を踏まえながら、「第２期豊浦町総合戦略」を策定するものです。 

２．第２期豊浦町総合戦略の位置付け 

第２期豊浦町総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第１３６号）第十条に規定する「市

町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付けるとともに、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」

の推進に向けた地方版総合戦略としても位置付けます。 

また、第２期豊浦町総合戦略は、本町の最上位計画である第６次豊浦町総合計画における重点施策と

して位置付け、本町のまちづくりにおける重点課題である人口減少対策を推進するための計画とします。 
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■まち・ひと・しごと創生法（抜粋） 

 
 

■第２期豊浦町総合戦略と第６次豊浦町総合計画の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略） 

第十条 市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、まち・ひと・しごと創生総合戦略（都

道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略が定められているときは、まち・ひと・しごと創生総合戦

略及び都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略）を勘案して、当該市町村の区域の実情に応じた

まち・ひと・しごと創生に関する施策についての基本的な計画（次項及び第三項において「市町村

まち・ひと・しごと創生総合戦略」という。）を定めるよう努めなければならない。 

２ 市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとす

る。 

一 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関する目標 

二 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、市町村が講ずべき施策に関する基本的

方向 

三 前二号に掲げるもののほか、市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、市町村が

講ずべき施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 市町村は、市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を公表するよう努めるものとする。 

第６次豊浦町総合計画 

 

《基本構想》 

将来のまちの姿 
基本目標 

（10年間） 

 

《基本計画》 

基本目標を実現する 
政策及び施策 

（５年間） 

 

《個別計画・事務事業》 

具体的な施策・事業・取組 

連携・整合 

 重点施策 
第２期豊浦町総合戦略 

人口減少対策やデジタル化など 

重点施策 

（５年間） 

連携・整合 

《国》 

○デジタル田園都市国家構想基本方針 

○デジタル田園都市国家構想総合戦略 

《北海道》 

○第２期北海道創生総合戦略（改訂版） 

○北海道Society5.0構想 

反映 

第２期豊浦町 

人口ビジョン 

人口の現状と将来展望 

反映 
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３．計画期間 

デジタル田園都市国家構想及び第６次豊浦町総合計画の後期基本計画との整合を図る観点から、第２

期豊浦町総合戦略の計画期間は令和５年度から令和９年度までの５年間とします。 

 
平成 

30年度 
(2018) 

令和 
元年度 

(2019) 

令和 
２年度 

(2020) 

令和 
３年度 

(2021) 

令和 
４年度 

(2022) 

令和 
５年度 

(2023) 

令和 
６年度 

(2024) 

令和 
７年度 

(2025) 

令和 
８年度 

(2026) 

令和 
９年度 

(2027) 

          

 

４．策定体制 

第２期豊浦町総合戦略の策定にあたっては、公共的団体の役員及び職員や学識経験を有する者を中

心に組織した「豊浦町総合計画及び総合戦略策定審議会」を設置し、計画に記載する施策の審議を行い

ます。 

また、庁内における調整は事務局である政策財政課が中心となり、関連部署や各種会議体における施

策や事業の検討及び調整を行います。 

 

■第２期豊浦町総合戦略の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

デジタル田園都市国家構想総合戦略 
第２期 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 

第６次豊浦町総合計画（後期基本計画） 第６次豊浦町総合計画（前期基本計画） 

第２期豊浦町総合戦略 豊浦町総合戦略 

豊浦町（計画決定・推進機関） 

豊浦町総合計画及び 

総合戦略策定審議会 

（審議等機関） 

政策財政課 

（事務局機能） 

調整 答申 諮問 

調整・連携 

政策調整会議 

検討会議 
庁内関連部署 

運営事務 

意見 

まち・ひと・しごと
創生総合戦略 
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５．「デジタル田園都市国家構想総合戦略」の概要 

（１）デジタル田園都市国家構想とは 

デジタル田園都市国家構想が目指すのは、地域の豊かさをそのままに、都市と同じ又は違った利便

性と魅力を備えた、魅力あふれる新たな地域づくりです。 

具体的には、「暮らし」や「産業」などの領域で、デジタルの力で新たなサービスや共助のビジネスモ

デルを生み出しながら、デジタルの恩恵を地域の皆様に届け、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮ら

せる社会」を目指します。 

 

■デジタル田園都市国家構想の目指すべきもの 

 

出典：デジタルから考えるデジタル田園都市国家構想（デジタル庁） 
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（２）デジタル田園都市国家構想総合戦略の基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）施策の方向 

 

  

地域の実情に応じて

デジタルの力を活用

し、地方創生を加速

化・深化 

地方の社会課題を

成長の原動力とし、

地方から全国へとボ

トムアップの成長に

つなげる 

デジタル田園都市国

家構想交付金の活

用等により、各地域

の優良事例の横展

開を加速化 

これまでの地方創生

の取組も、改善を加

えながら推進してい

くことが重要 

「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す 

デジタルの力を活用した地方の社会課題解決 

１ 地方に仕事をつくる 

○スタートアップ・エコシステムの確立 

○中小・中堅企業DX（キャッシュレス決済、シェア

リングエコノミー等） 

○スマート農林水産業・食品産業 

○観光DX 

○地方大学を核としたイノベーション創出 等 

２ 人の流れをつくる 

○「転職なき移住」の推進 

○オンライン関係人口の創出・拡大 

○二地域居住等の推進 

○地方大学・高校の魅力向上 

○女性や若者に選ばれる地域づくり 等 

３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

○結婚・出産・子育ての支援 

○仕事と子育ての両立など子育てしやすい環境

づくり 

○こども政策におけるDX等のデジタル技術を活

用した地域の様々な取組の推進 等 

４ 魅力的な地域をつくる 

○教育DX 

○医療・介護分野DX 

○地域交通・インフラ・物流DX 

○まちづくり、文化・スポーツ、防災・減災、国土強

靱化の強化等 

○地域コミュニティ機能の維持・強化 等 

デジタル実装の基礎条件整備 

１ デジタル基盤の整備 

○デジタルインフラの整備 

○マイナンバーカードの普及促

進・利活用拡大 

○データ連携基盤の構築 

○ＩＣＴの活用による持続可能

性と利便性の高い公共交通

ネットワークの整備 

○エネルギーインフラのデジタ

ル化 等 

○デジタル人材育成プラットフ

ォームの構築 

○職業訓練のデジタル分野の

重点化 

○高等教育機関等におけるデ

ジタル人材の育成 

○デジタル人材の地域への還

流促進 

○女性デジタル人材の育成・確

保 等 

３ 誰一人取り残されない

ための取組 
○デジタル推進委員の展開 

○デジタル共生社会の実現 

○経済的事情等に基づくデジタ

ルデバイドの是正 

○利用者視点でのサービスデ

ザイン体制の確立 等 

地方のデジタル実装を下支え 
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第２章 豊浦町総合戦略の検証 

１．豊浦町総合戦略の概要 

豊浦町総合戦略では、人口減少問題に取り組む基本的視点として下記の４項目を掲げました。 

 

■人口減少問題に取り組む基本的視点 

（１）雇用創出による働き続けたい環境づくり 

（２）生活環境の充実による住み続けたい環境づくり 

（３）都市圏からの人の流入・移住促進のための働きたい、住んでみたい環境づくり 

（４）自立・持続するための行政効率化やエネルギーの有効活用等 

 

豊浦町総合戦略では４つの基本的視点に対応する基本目標を設定し、基本目標の実現に向けた施策

を体系付けています。また、基本目標を実現するための施策に重要業績評価指標（KPI：Key 

Performance Indicator）を設定し、各施策に取り組んできました。 

豊浦町総合戦略で掲げた基本目標及び施策は下記のとおりです。 

≪基本目標１≫ 

一次産業の強化や新たな価値創出により雇用を確保し、誇りを持って、働き続けたいま

ちづくりを実現する 

施策の方向 施  策 

①一次産業を活かした新しい

産業の創出 
≪施策１≫一次産業を活かした名産品開発 

②一次産業の強化と新しい

産業の実現に向けたひと

づくり・地域協働組織づく

り 

≪施策２≫農業に係る生産体制の強化 

≪施策３≫水産業に係る生産体制の強化 

≪施策４≫経営安定に向けた商品価値向上・販路拡大への支援 

③町民の力、町の資源・資産

を活用した商品開発 

≪施策５≫新しい価値創出・雇用確保に向けたひとづくりと商品開発

への支援 

④就労者の確保に向けた就

労環境の維持・改善 

≪施策６≫就業者の育成環境整備 

≪施策７≫雇用拡大に寄与する創業・起業化促進への支援 
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≪基本目標２≫ 

生活環境の充実により、快適に住み続けたいまちづくりを実現する 

施策の方向 施  策 

①人のつながりを活かした福

祉・教育環境の拡充 

≪施策８≫出産・子育てに係る支援 

≪施策９≫豊浦町ならではの教育・生涯学習環境の拡充 

②転入増加に向けた生活環

境の拡充・PR 

≪施策10≫移住・定住促進のための基盤整備 

≪施策11≫買い物環境の改善 

③生活の維持のための防

災・減災 
≪施策12≫防災・減災に向けた地域力の強化 

 

≪基本目標３≫ 

都市圏からの人の流入・移住促進に向けて、働きたい、住んでみたい魅力あるまちづくり

を実現する 

施策の方向 施  策 

①一次産業を活かした観光

商品開発・PR 

≪施策13≫豊浦町の食を堪能できる観光商品の開発とイベントの開

催 

②自然環境を活かした観光

商品の創出 
≪施策14≫近隣市町村と連携したオンリーワン観光商品の開発 

③観光客や教育旅行の受入

基盤の整備 

≪施策15≫豊浦町の魅力発信と満足度の高いサービス提供に向け

た観光受入体制の整備 

≪施策16≫豊浦ファンの拡大に向けた民泊の促進 

④近隣自治体と連携した定

住環境の整備 
≪施策17≫近隣自治体と連携した定住環境の整備 

 

≪基本目標４≫ 

エネルギーの地産地消・循環型地域を目指し、安心して暮らせる自立・持続するまちづく

りを実現する 

施策の方向 施  策 

①生産基盤強化に向けたエネ

ルギーの有効活用 
≪施策18≫再生可能エネルギーの活用 
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２．豊浦町総合戦略の評価 

（１）重要業績評価指標（KPI）の達成状況 

《基本目標１》一次産業の強化や新たな価値創出により雇用を確保し、誇りを持って、働き続けたいま

ちづくりを実現する 

関係機関・団体等の協力により新規就農者数、新規就農相談件数及び新規起業数で目標を大きく

上回っており、自立的な産業連携組織の形成は目標値として設定した２組織を達成している状況で

す。 

農業出荷額は目標の60,000千円を上回り、今回評価では達成率が119.4％の状況です。また、

ホタテへい死問題の影響により漁獲量は目標に到達しませんでしたが、前回評価時の3,676t/年

から改善の傾向がみられます。 

産業後継者の結婚に関しては、婚活交流事業を平成27年度から３年間実施しましたが結婚まで

至ったケースはいませんでした。また、コロナ禍の影響により水産物の町内外での販売を見合わせ

たため、目標を達成できていない状況です。 

 

■基本目標１の重要業績評価指標（KPI） 

重要業績評価指標（KPI） 単位 実績値 目標値 達成率 

①一次産業を活かした新しい産業の創出 

 農業出荷額（ベリー類(いちご、加工品含む)） 千円 71,644 60,000 119.4% 

②一次産業の強化と新しい産業の実現に向けたひとづくり・地域協働組織づくり 

 新規就農者数 人/８年 33 10 330.0% 

 新規就農相談件数 件/年 21 10 210.0% 

 産業後継者の結婚 組/８年 0 2 0.0% 

 自立的な産業連携組織の形成 組織/８年 2 2 100.0% 

 漁獲量 t/年 4,705 10,174 46.2% 

 水産物の町内外での販売実績数 回/年 0 4 0.0% 

③町民の力、町の資源・資産を活用した商品開発 

 食品加工事業者等の相談件数 件/８年 50 10 500.0% 

④就労者の確保に向けた就労環境の維持・改善 

 新規就農者数（再掲） 人/８年 33 10 330.0% 

 新規就農相談件数（再掲） 件/年 21 10 210.0% 

 産業後継者の結婚（再掲） 組/８年 0 2 0.0% 

 新規起業数 件/８年 25 10 250.0% 
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《基本目標２》生活環境の充実により、快適に住み続けたいまちづくりを実現する 

小中学校の学習支援員数は目標値の３人に対して２倍超の７人を配置しているほか、移住体験事

業体験者件数、持ち家住宅新築件数及び空き家バンク物件契約数で目標値を大きく上回る結果と

なっており、移住関連の事業で一定の成果が挙げられたと考えています。 

一方、子育て支援給付事業による支援は幼児教育・保育の無償化に伴って対象となる方が少なく

なっており、実績値は目標値を下回っているものの対象者全員に支援を実施しています。 

また、コロナ禍の影響を主な要因として体育施設の利用者数、地元商品（食品）の購買機会の拡大

取組実証の回数は目標値を下回っている状況です。 

自主防災組織数は総合戦略策定時から増加したものの実績は９自治会にとどまり、目標値として

設定した10自治会には至りませんでした。 

 

■基本目標２の重要業績評価指標（KPI） 

重要業績評価指標（KPI） 単位 実績値 目標値 達成率 

①人のつながりを活かした福祉・教育環境の拡充 

 子育て支援給付事業による支援の実施 人/年 3 10 30.0% 

 
学校給食費負担軽減給付事業による支援の実
施 

ー 対象者全員 対象者全員 100.0% 

 小中一貫教育における交流学習等 回/年 8 5 160.0% 

 小中学校の学習支援員数 名 7 3 233.3% 

 
7体育施設の利用者数 
（H26年度基準の増減率） 

％/８年 5.0 10.0 50.0% 

②転入増加に向けた生活環境の拡充・PR 

 移住体験事業体験者件数 件/８年 77 50 154.0% 

 持ち家住宅新築件数 戸/８年 53 25 212.0% 

 空き家バンク物件契約数 件/８年 43 10 430.0% 

 
地元商品（食品）の購買機会の拡大取組実証の
回数 

回/年 0 3 0.0% 

③生活の維持のための防災・減災 

 自主防災組織の結成 自治会/８年 9 10 90.0% 
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《基本目標３》都市圏からの人の流入・移住促進に向けて、働きたい、住んでみたい魅力あるまちづく

りを実現する 

噴火湾とようら観光協会を中心とした取組により、食の開発数、観光客向けの新たな体験プログ

ラム数、グリーンツーリズム等による当町への来校数は目標を大きく上回りました。 

イベントやメディアを活用したPRは、コロナ禍に入ってから来場イベントの自粛等によりPR回数

が減少していましたが、オンライン及びドライブスルーイベントとして実施し、目標を達成することが

できました。 

数値目標にも設定している観光入込客数はコロナ禍の影響を大きく受けており、平成26年度に

は37.2万人だった観光入込客数は、令和４年度には31.6万人に減少しています。 

 

■基本目標３の重要業績評価指標（KPI） 

重要業績評価指標（KPI） 単位 実績値 目標値 達成率 

①一次産業を活かした観光商品開発・PR 

 食の開発数 品/８年 12 3 400.0% 

 イベントやメディアを活用したPR 回/年 5 5 100.0% 

②自然環境を活かした観光商品の創出 

 観光客入込数（平成26年度基準の増加率） ％ -15.1 10.0 -25.1% 

③観光客や教育旅行の受入基盤の整備 

 新たな体験プログラム数 
プログラム 

/８年 
26 10 260.0% 

 
観光客入込数（平成26年度基準の増加率） 
（再掲） 

％ -15.1 10.0 -25.1% 

 グリーンツーリズム等による当町への来校数 校/８年 26 5 520.0% 

 

 

《基本目標４》エネルギーの地産地消・循環型地域を目指し、安心して暮らせる自立・持続するまちづく

りを実現する 

バイオガスプラント施設の廃熱利用等の有効活用については、民間事業者からの問い合わせ等は

あるものの、未だ具体的な取組にはつながっていない状況にあり、重要業績評価指標（KPI）として

設定した再生可能エネルギー利用施設数は０施設にとどまっています。 

 

■基本目標４の重要業績評価指標（KPI） 

重要業績評価指標（KPI） 単位 実績値 目標値 達成率 

①生産基盤強化に向けたエネルギーの有効活用 

 再生可能エネルギー利用施設数 施設/８年 0 1 0.0% 
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（２）数値目標の達成状況 

総合戦略の４つの基本目標それぞれに設定した数値目標をみると、基本目標１の一次産業関連の新規

就労者数は新規就農者数を中心として43人の新規就労があり、目標値の20人を大きく上回りました。 

また、基本目標２の定住促進事業による転入者数は目標値の50人に対し、実績値が69人となり、

達成率は138%となっています。 

一方、基本目標３の観光入込客数はコロナ禍の影響により実績値は31.6万人にとどまり、達成率は

79.0％となっているほか、バイオガスプラントの運営が計画通りに進んでいないことや再生可能エネ

ルギーを活用した産業基盤強化を図ることができなかったことから、基本目標４のエネルギー関連の

新規就労者数は4人の実績となり、目標値を大きく下回っている状況です。 

施策・事業の平均達成度をみると、基本目標１の産業関連事業及び基本目標２の生活環境関連事業

は70％を超えていますが、基本目標３の観光関連事業は66.7％とやや低く、基本目標４のエネルギ

ー関連事業は33.3％にとどまっている状況です。 

 

■数値目標の達成状況 

数値目標 単位 実績値 目標値 達成率 

≪基本目標１≫一次産業関連の新規就労者数 人 43 20 215.0% 

≪基本目標２≫定住促進事業による転入者数 人 69 50 138.0% 

≪基本目標３≫観光入込客数 万人 31.6 40.0 79.0% 

≪基本目標４≫エネルギー関連の新規就労者数 人 4 50 8.0% 

 

■施策・事業の推進状況 

基本目標 
事業 
総数 

達成度評価※1（事業数） 平均 
達成度※2 
（％） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

≪基本目標１≫ 
一次産業の強化や新たな価値創出により雇用
を確保し、誇りを持って、働き続けたいまちづく
りを実現する 

10 4 3 1 2 0 72.5 

≪基本目標２≫ 
生活環境の充実により、快適に住み続けたいま
ちづくりを実現する 

10 5 2 1 2 0 75.0 

≪基本目標３≫ 
都市圏からの人の流入・移住促進に向けて、働
きたい、住んでみたい魅力あるまちづくりを実
現する 

6 0 4 2 0 0 66.7 

≪基本目標４≫ 
エネルギーの地産地消・循環型地域を目指し、安
心して暮らせる自立・持続するまちづくりを実現
する 

3 1 0 0 0 2 33.3 

総合戦略全体 29 10 9 4 4 2 68.1 

※１：評価は、Ａ:おおむね達成、Ｂ:75%程度達成、Ｃ:50%程度達成、Ｄ:25%程度達成、Ｅ:未実施 

※２：平均達成度は５段階評価のスコア（Ａ:100%、Ｂ:75%、Ｃ:50%、Ｄ:25%、Ｅ:0%）による加重平均の値  
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第３章 第２期豊浦町総合戦略の基本的考え方 

１．将来のまちの姿（豊浦町の地域ビジョン） 

第２期豊浦町総合戦略は第６次豊浦町総合計画における人口減少対策やデジタル化などの重点施策

を推進することと位置付けており、第６次豊浦町総合計画と整合的に推進する必要があります。そのため、

第６次豊浦町総合計画における「将来のまちの姿」を豊浦町の地域ビジョンと位置付け、下記のとおり掲

げます。 

 

  

人とつながり 自然と笑顔あふれるまち とようら 

〜どこかなつかしい賑わいのあるまちを目指して〜 

込めた想い 

緑あふれる森林や美しい海岸線、豊かで誇れる『自然』に満ちた私たちのまちには、 

『笑顔』があふれている。 

子どもたちは『笑顔』で元気に走り回り、 

すれ違う人たちは自然と『笑顔』であいさつを交わす。 

地域のお祭りでは、大人も子どももみんな『笑顔』で楽しんでいる。 

 

昔からある普段の光景だから、私たちは何とも思わないかもしれないけれども、 

かけがえのない光景が、このまちにはある。 

 

この光景を、次世代にしっかりとバトンタッチするのは、 

今を生きる私たちの大切な役割である。 

 

「人」が集まって「まち」ができるのだから、 

人と人とのつながりは、まちの原動力である。 

次世代にも、笑顔でしっかりとバトンタッチするためにも、 

そして、このまちのために尽力してきた方々のたゆまぬ努力に応えるためにも、 

一人ひとりができることを考え、行動し、互いを尊重し、助け合い、 

『人とのつながり』を大切にしていきたい。 

 

そんな想いを込めて、将来のまちの姿を掲げます。 
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２．基本姿勢 

第６次豊浦町総合計画では、「将来のまちの姿」の実現に向けて町民・議会・役場が共有する３つの基本

姿勢として、「皆で“共に創り出す”」「困難に“立ち向かう”」「魅力を“集中的に伸ばす”」を掲げています。 

第２期豊浦町総合戦略では、これらの基本姿勢に「まちづくりへの“デジタル技術の活用”」を加え、「将

来のまちの姿」の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

共有する“基本姿勢” 

まちづくりへの“デジタル技術の活用” 
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３．基本目標 

第２期豊浦町人口ビジョンにおける目指すべき将来の方向性を踏まえ、第２期豊浦町総合戦略では

「将来のまちの姿」の実現に向けて４つの基本目標を設定し、施策を展開することとします。 

基本目標の設定にあたっては、豊浦町総合戦略で設定した基本目標を踏襲しつつ、国の「デジタル田

園都市国家構想総合戦略」における「デジタルの力を活用した地方の社会課題解決」に向けた施策の方

向と整合を図ることとします。 

 

■豊浦町総合戦略と第２期豊浦町総合戦略の構成について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

《基本目標１》 
一次産業の強化や新た

な価値創出により雇用

を確保し、誇りを持っ

て、働き続けたいまち

づくりを実現する 

《基本目標２》 
生活環境の充実によ

り、快適に住み続けた

いまちづくりを実現す

る 

《基本目標３》 
都市圏からの人の流

入・移住促進に向けて、

働きたい、住んでみた

い魅力あるまちづくり

を実現する 

《基本目標４》 
エネルギーの地産地消・

循環型地域を目指し、

安心して暮らせる自立・

持続するまちづくりを

実現する 

豊浦町総合戦略 第２期豊浦町総合戦略 
デジタル田園都市国
家構想総合戦略 

《基本目標１》 
地域に根差した産業が

持続的に発展するまち

をつくる 

《基本目標２》 
とようらの魅力を高

め、まちへの新たな人

の流れをつくる 

《基本目標３》 
出産・子育てがしやす

く、特色のある教育が

受けられるまちをつく

る 

《基本目標４》 
地域で安心して暮らし

続けられるまちをつく

る 

《施策の方向１》 
地方に仕事をつくる 

《施策の方向２》 
人の流れをつくる 

《施策の方向３》 
結婚・出産・子育ての希

望をかなえる 

《施策の方向４》 
魅力的な地域をつくる 

本町の強みである一次産業や観光資源、

体験教育等を今まで以上に強化・充実を

図る。 

国の「デジタル田園都市国家構想総合戦

略」に記載されている「施策の方向」との

整合性を担保する。 



 

15 

《基本目標１》 地域に根差した産業が持続的に発展するまちをつくる 

基幹産業であり地域の優位性でもある第一次産業の振興を図るとともに、本町の雇用を支えている

町内事業者への支援の充実を図ります。 

また、消費者ニーズに即した加工品の製造・販売体制の強化等による農業や漁業の６次産業化の促

進など、地域のブランド化に向けた取組を推進します。 

 

《基本目標２》 とようらの魅力を高め、まちへの新たな人の流れをつくる 

本町がもつ観光資源や豊かな自然など、本町の優れた地域資源を国内外に広く発信し、観光客や移

住者の増加による新しいひとの流れを創出します。また、町内の住環境の改善を図ることにより住ま

いを確保し、移住・定住の促進を図ります。 

 

《基本目標３》 出産・子育てがしやすく、特色のある教育が受けられるまちをつくる 

若い世代の「結婚して子どもを産み育てたい」という希望をかなえるため、妊娠・出産・子育てにおけ

る切れ目のない支援を行い、安心して子どもを産み育てられる環境づくりを進めます。 

また、社会で活きる力の育成に向け、基礎的・基本的な知識・技能の定着を図るとともに、外国語教

育や情報教育の充実、豊かな自然を活かした体験活動など多様な教育機会を提供します。 

 

《基本目標４》 地域で安心して暮らし続けられるまちをつくる 

職業や年齢にかかわらず、誰もが安全で安心して住み続けられるまちづくりを進めるため、医療及

び高齢者福祉サービスの提供体制を維持するとともに、防災体制の充実を図ります。 

また、多様化する町民ニーズに的確に対応し、町民サービスをさらに向上させるため、行政手続きの

オンライン化などデジタル技術の活用を推進し、行政経営マネジメントの強化を図ります。 
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４．戦略の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

将来の町の姿 

基本目標 施  策 

《基本目標１》 

地域に根差した産業が 

持続的に発展するまちをつくる 

【施策１】担い手の育成・確保 

【施策２】持続可能な農業経営の推進 

【施策３】水産資源の保護・増大とブランド化 

【施策４】地域商工業の振興 

基本姿勢 

 

皆で 
“共に創り出す” 

困難に 
“立ち向かう” 

魅力を 
“集中的に伸ばす” 

人とつながり 自然と笑顔あふれるまち とようら 

〜どこかなつかしい賑わいのあるまちを目指して〜 

まちづくりへの“デジタル技術の活用” 

《基本目標２》 

とようらの魅力を高め、 

まちへの新たな人の流れをつくる 

【施策１】住環境の充実 

【施策２】観光交流の促進 

【施策３】新商品や加工品の開発・研究の促進 

【施策４】シティプロモーションの推進 

《基本目標３》 

出産・子育てがしやすく、 

特色のある教育が受けられる 

まちをつくる 

【施策１】母子保健の充実 

【施策２】子育て支援の充実 

【施策３】生きる力を育む教育の充実 

《基本目標４》 

地域で安心して 

暮らし続けられるまちをつくる 

【施策１】持続可能な医療提供体制の確保 

【施策２】高齢者福祉の充実 

【施策３】地域防災力の向上 

【施策４】道路・公共交通の充実 

【施策５】温室効果ガスの発生抑制 

【施策６】自治体 DXの推進 
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５．第６次豊浦町総合計画との関係 

第２期豊浦町総合戦略の体系は、第６次豊浦町総合計画後期基本計画における重点施策を国のデジタ

ル田園都市国家構想総合戦略の体系に再構成した形となっています。第６次豊浦町総合計画後期基本計

画の基本目標及び政策と第２期豊浦町総合戦略の基本目標は以下の図に示す関係があります。 
 

■第６次豊浦町総合計画後期基本計画と第２期豊浦町総合戦略の関係 

 

 

 

《基本目標１》 
魅力あるまちの実現 

 【政策１】 

地域の持続的発展を促す産業振興 

 【政策２】 

移住・定住の促進に向けた取組の推進 
 

《基本目標２》 
豊かな生活環境の実現 

 【政策１】 

安全・安心な地域をつくる取組の推進 

 【政策２】 

快適に暮らすための生活環境の整備 

 【政策３】 

豊浦町の魅力としての環境保全・活用 

 

《基本目標３》 
誰もが住みやすいまちの実現 

 【政策１】 

未来を担うひとづくりの推進 

 【政策２】 

地域で暮らし続けるための医療・保健・

福祉の充実 

 【政策３】 

互いに理解し合える地域づくり 

 

《基本目標４》 
健全な行政経営の実現 

 【政策１】 

町民と共に歩むまちづくりの推進 

 【政策２】 

健全な行財政運営の推進 

  

第６次豊浦町総合計画 
後期基本計画 

第２期豊浦町総合戦略 

《基本目標１》 
地域に根差した産業が 
持続的に発展するまちをつくる 
 【施策１】担い手の育成・確保 

 【施策２】持続可能な農業経営の推進 

 【施策３】水産資源の保護・増大とブランド化 

 【施策４】地域商工業の振興 
 

《基本目標２》 
とようらの魅力を高め、 
まちへの新たな人の流れをつくる 
 【施策１】住環境の充実 

 【施策２】観光交流の促進 

 【施策３】新商品や加工品の開発・研究の促進 

 【施策４】シティプロモーションの推進 
 

《基本目標３》 
出産・子育てがしやすく、特色のある教
育が受けられるまちをつくる 
 【施策１】母子保健の充実 

 【施策２】子育て支援の充実 

 【施策３】生きる力を育む教育の充実 
 

《基本目標４》 
地域で安心して 
暮らし続けられるまちをつくる 
 【施策１】持続可能な医療提供体制の確保 

 【施策２】高齢者福祉の充実 

 【施策３】地域防災力の向上 

 【施策４】道路・公共交通の充実 

 【施策５】温室効果ガスの発生抑制 

 【施策６】自治体DXの推進 
 

第６次豊浦町総合計画後期基本計画における重点施策を

国のデジタル田園都市国家構想総合戦略の体系に再構成 
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第４章 第２期豊浦町総合戦略の具体的な取組 

《基本目標１》 地域に根差した産業が持続的に発展するまちをつくる 

数値目標 

評価指標 基準値 目標値 

農業の新規就業者数（５年間累計） 
７人 

(令和元～４年度) 
10人 

(令和5～９年度) 

水産業の新規就業者数（５年間累計） 
１人 

(令和元～４年度) 
１人 

(令和5～９年度) 

豊浦町商工会の会員数 
146事業者 

(令和４年度末) 

現状維持 

(令和９年度末) 

施策１ 担い手の育成・確保 

農業の維持と集落の活性化を図るため、関係団体との連携による農業者への支援や新規就農者

の受け入れ及び育成を推進します。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

新規就農者等招致育成事業 

【農林課 農林係】 

新規就農者を対象に、助成金等の支給など支援を行

います。 

新規就農者数 
 

地域産業連携拠点施設運営事業 

【農林課 農林係】 

農業研修による新規就農者の育成により農業の担い

手を確保するとともに、６次産業化の推進により異な

る産業の連携を図ります。 

 

【基準値】 ４人／年(令和４年度) 

【目標値】 ２人／年(令和９年度) 

農業次世代人材投資事業 

【農林課 農林係】 

次世代を担う農業者となることを目指す方を対象に、

就農直後に農業次世代人材投資資金を交付します。 
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施策２ 持続可能な農業経営の推進 

地域ブランドの強化や、ＩＣＴを活用した省力化の推進、鳥獣被害対策など、安定的・持続的な農業

経営の確立を推進します。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

地域ブランド体制強化事業 

【農林課 農林係】 

地域振興を推進するため、地域ブランドである豊浦い

ちごの体制強化に関する取組に対して補助金を交付

します。 

豊浦いちご収穫量 

【基準値】     40t(令和４年度) 

【目標値】 現状維持(令和９年度) 

鳥獣害被害防止対策事業 

【農林課 農林係】 

銃やわな等による鳥獣害被害防止対策費用への一部

助成を行うほか、関係機関との連携により電気柵によ

る有害鳥獣の被害防止対策を行います。 

農作物被害額 

【基準値】 25,000千円(令和４年度) 

【目標値】 10,000千円(令和９年度) 

スマート農業の導入検討 

【農林課 農林係】 

担い手不足への対応を図るため、ＩＣＴを活用した省力

化技術などスマート農業の導入を検討します。 

 

 

施策３ 水産資源の保護・増大とブランド化 

有害生物駆除や磯焼け対策等により漁場環境の維持・保全を図るとともに、基幹漁業であるホタ

テ貝養殖漁業におけるブランド化の推進や新商品の開発等により、漁業経営の安定化を図ります。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

水産資源保全事業 

【水産商工観光課 水産係】 

有害生物駆除や磯焼け対策等の水産資源の保全に関

する取組に対して補助金を交付します。 

漁獲量 

【基準値】 4,705t／年(令和４年度) 

【目標値】    現状維持(令和９年度) 
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具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

ホタテアイヌブランド化事業 

【水産商工観光課 水産係】 

ホタテ貝養殖のへい死による調査研究を行うととも

に、ホタテ貝養殖水揚げ量を安定させ、アイヌブランド

としての商品開発及び販売会を行います。 

販売会の実施回数 

【基準値】 0回／年(令和４年度) 

【目標値】 １回／年(令和９年度) 

スマート水産業の導入検討 

【水産商工観光課 水産係】 

資源、海洋データの取得などＩＣＴを活用した情報共有

や省力化技術などのスマート水産業の導入を検討しま

す。 

 

 

施策４ 地域商工業の振興 

豊浦町商工会や豊浦町商店街協同組合との連携を通じて、地元商店の販売機会の拡大を図りま

す。また、新規事業や起業を目指す方に向けたより実践的な支援方法について検討を進めます。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

とようら住宅リフォーム券事業 

【水産商工観光課 商工観光係】 

住宅をリフォームした際に、金額に応じて町内で使用

できる商品券で助成を行い、地域内循環を促します。 

住宅リフォーム券事業を活用した 

対象工事額 

【基準値】 45,126千円(令和元～４年度平均) 

【目標値】 ４９，６３８千円(令和5～９年度平均) 

豊浦町行政連携ポイント付与事業 

【水産商工観光課 商工観光係】 

健康増進やイベントなど豊浦町の各種事業への参加

により「とようらポイントカード」へのポイント付与を行

います。 

豊浦町行政連携ポイント登録者数 

【基準値】 2,348人(令和４年度) 

【目標値】  現状維持(令和９年度) 

新事業の創出及び起業などへの支援制度の検

討 

【水産商工観光課 商工観光係】 

地域経済の活性化を図るため、新事業の創出及び起

業への実践的な支援に向けた検討を行います。 
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《基本目標２》 とようらの魅力を高め、まちへの新たな人の流れをつくる 

数値目標 

評価指標 基準値 目標値 

住民基本台帳における転入者数 
197人／年 

(令和元～4年平均) 

220人／年 

(令和5～９年平均) 

移住体験事業及び定住促進奨励事業による移住者数 
７人 

(令和４年度) 

９人 

(令和９年度) 

ふるさと納税寄附件数 
3，962件 

(令和４年度) 

11，136件 

(令和９年度) 

 

施策１ 住環境の充実 

子育て世代の住宅取得を支援するとともに、安全安心で持続可能な住環境の整備を図ります。ま

た、空き家バンク制度を通じて空き家等の利活用促進を図るとともに、良質な住宅ストックの形成を

図ります。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

定住促進奨励事業 

【建設課 住環境づくり係】 

住宅を新築する方及び中古住宅を購入、又は購入後

に増改築する方を対象に奨励金を助成します。 

マイホームの取得支援件数（累計件数） 

【基準値】  ９件(令和４年度末) 

【目標値】 45件(令和９年度末) 

空き家対策支援事業 

【建設課 住環境づくり係】 

空き家バンク制度を通じて空き家等の利活用促進や

NPO法人住まいの相談西いぶりと共同で空き家等の

相談強化を図ります。また、空き家バンク制度の適宜

見直しを通じて、より利用しやすい仕組みとなるよう

改善を図ります。 

空き家バンク制度による物件成約件数 

（累計件数） 

【基準値】  0件(令和４年度) 

【目標値】 15件(令和９年度) 
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施策２ 観光交流の促進 

噴火湾とようら観光協会等との連携のもと、観光パンフレットやSNS、ポスター、ホームページ、マ

スコミなどの多様なメディアを活用した、観光情報の発信に努めます。 

また、観光分野におけるデジタル技術の活用を推進します。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

観光協会運営補助事業 

【水産商工観光課 商工観光係】 

噴火湾とようら観光協会への運営補助を通じて、豊浦

町の観光資源のPR活動や体験プログラム開発など観

光交流の促進を図ります。 

年間観光入込客数 

【基準値】 31.6万人／年(令和４年度末) 

【目標値】 42.0万人／年(令和９年度末) 

観光DXの導入検討 

【水産商工観光課 商工観光係】 

噴火湾とようら観光協会との連携のもと、ＩＣＴを活用

した旅行者の利便性向上など、観光分野におけるデジ

タル技術の活用を検討します。 

 

 

施策３ 新商品や加工品の開発・研究の促進 

豊浦町地域産業連携拠点施設「いちご分校」や豊浦町地場産物販売加工施設の運営を通じて、い

ちご、SPF豚、ホタテなど豊浦町の特産品を活用した商品開発と雇用の創出を図るための支援を行

います。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

地場産物販売加工施設管理運営事業 

【水産商工観光課 商工観光係】 

（水産商工観光課 水産係、農林課 農林係） 

地場産物販売加工施設の運営を通じて、一次産品の

付加価値を高めるとともに、地域特産品の開発を支

援します。 

豊浦町の特産品を活用した新商品の 

町施設での販売商品数（累計値） 

【基準値】  0品(令和４年度) 

【目標値】 10品(令和９年度) 

地域産業連携拠点施設運営事業（再掲） 

【農林課 農林係】 

農業研修による新規就農者の育成により農業の担い

手を確保するとともに、６次産業化の推進により異な

る産業の連携を図ります。 

新規就農者数 

【基準値】 ４人／年(令和４年度) 

【目標値】 ２人／年(令和９年度) 
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具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

道の駅とようら管理運営事業 

【水産商工観光課 商工観光係】 

指定管理による道の駅とようらの管理運営を通じて、

特産品や加工品の販売を促進します。 

道の駅とようらの入込数 

【基準値】 153,839人(令和４年度) 

【目標値】 169,2００人(令和９年度) 

 

施策４ シティプロモーションの推進 

SNS等を活用して町内外に向けて豊浦町の地域資源や特産品の魅力を積極的にPRします。 

また、ふるさと応援寄附金の返礼品メニューの充実やPR活動を通じて、豊浦町を応援いただける

方の拡大を目指します。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

SNS等を活用した情報発信 

【総務課 広報財産係】 

FacebookやInstagram、LINEなど各種SNSを活

用してイベント情報などの情報発信を行います。 

SNSアカウントのフォロワー数 

【基準値】   830(令和４年度) 

【目標値】 2,000(令和９年度) 

ふるさと応援寄附金返礼品の充実 

【政策財政課 政策推進係】 

本町の特産品の活用によりふるさと応援寄附金返礼

品の充実を図り、本町の魅力をPRします。 

ふるさと納税返礼品数 

【基準値】 210品目(令和４年度) 

【目標値】 460品目(令和９年度) 
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《基本目標３》 出産・子育てがしやすく、特色のある教育が受けられるまちをつくる 

数値目標 

評価指標 基準値 目標値 

住民基本台帳における年少人口（０歳～14歳） 
365人 

(令和４年度末) 

316人 

(令和９年度末) 

住民基本台帳における年少人口（０歳～14歳）の割合 
9.9％ 

(令和４年度末) 

9.6％ 

(令和９年度末) 

 

施策１ 母子保健の充実 

関係機関との連携のもと、育児に関する健康教育や相談などを実施するとともに、妊娠初期から

子育て期における切れ目のない支援を提供します。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

切れ目のない支援体制の充実 

【総合保健福祉施設 保健センター、町民課 子育て支援係】 

子育て世代包括支援センター事業を通じて、妊娠初期

から子育て期において、それぞれの段階に対応した相

談に応じ、必要な助言を行います。加えて、今後は電話

による相談以外に、SNSを活用した相談も行います。 

また、児童虐待や貧困など問題を抱えた家庭への対応

を含め、一体的に支援を行う「こども家庭センター」の設

置に向けた検討を進め、妊娠初期から子育て期にわた

るまでの切れ目ない支援体制の充実を図ります。 

こども家庭センターの設置数 

【基準値】 未設置(令和４年度末) 

【目標値】   設置(令和９年度末) 

不妊治療費助成事業 

【総合保健福祉施設 保健センター】 

不妊治療（一般不妊治療、生殖補助医療）に係る診療

費用の本人負担額を助成します。 

不妊治療費助成事業の助成件数 

【基準値】   ２件(令和４年度) 

【目標値】毎年１件以上(令和５～９年度) 

産後ケア事業 

【総合保健福祉施設 保健センター】 

出産後、育児等の支援が必要な方を対象に、健康相談

や授乳相談・指導、育児相談・指導などを行います。 

この地域で子育てをしたいと思う親の割合 

（健やか親子２１アンケート １歳６か月） 

【基準値】  ７６．９％(令和４年度) 

【目標値】 １００.0％(令和９年度) 
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施策２ 子育て支援の充実 

就労形態の変化等により多様化する保育ニーズに対応し、認定こども園や保育所における子ども

の受け入れ体制の維持を図るとともに、子育て支援サービスの充実に努めます。 

また、妊娠初期から子育て期において子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、医療費や給食

費などの経済的支援を行います。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

子どものための教育・保育給付事業 

【町民課 子育て支援係】 

幼児教育・保育の無償化の対象とならない０～２歳ま

での課税世帯の保育料と実費徴収となった３歳以上

の副食費等の食材料費を助成します。 

申請者に対する助成率 
 

乳幼児等・ひとり親家庭等医療給付事業 

【町民課 子育て支援係】 

高校卒業までの子ども（ひとり親家庭も含む）に対し

て、医療費の自己負担分を助成します。 

学校給食費助成事業 

【町民課 子育て支援係】 

町立小中学校における学校給食費の一部を助成しま

す。 

 

【基準値】  100％(令和４年度) 

【目標値】 現状維持(令和９年度) 

通学費等助成事業 

【町民課 子育て支援係】 

町内在住の高校生を対象に、通学費の一部を助成し

ます。 

出産・子育て応援事業 

【総合保健福祉施設 保健センター】 

すべての妊婦や子育て家庭が安心して出産・育児がで

きるよう、面談や電話、タブレット等の活用による相談

支援や継続的な情報発信を通じて必要な支援につな

ぐ伴走型相談支援の充実を図ります。 

また、妊娠届出時及び新生児訪問後に給付金を支給

します。 

ゆったりとした気分で子どもと過ごせ

る時間がある母親の割合 

（健やか親子２１アンケート ３・４か月） 

【基準値】  ８５．７％(令和４年度) 

【目標値】 １００.0％(令和９年度) 
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具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

妊産婦安心出産支援事業 

【総合保健福祉施設 保健センター】 

分娩可能な産科医療機関まで交通費、出産時にかか

る健康診査費用などを対象に給付金を支給します。 

妊婦健診未受診者の割合（妊婦健診の

受診が３回以下、初診が２１週以降） 

【基準値】       3.8%(令和４年度) 

【目標値】 未受診者なし(令和９年度) 

 

施策３ 生きる力を育む教育の充実 

社会で活きる力の育成に向け、基礎的・基本的な知識・技能の定着を図るとともに、外国語教育や

情報教育の充実など新たな教育内容への対応を行い、社会の変化に対応する教育を推進します。 

また、自立した人間として主体的に判断し、多様な人々と協働しながら社会生活を営むことので

きる人材を育成するため、体験活動など多様な活動機会を提供します。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

小中一貫交流事業 

【生涯学習課 学校教育係】 

小・中学校間の円滑な接続や相互の連携を一層促進

するため、ジョイント教室や乗り入れ授業などの交流

学習を推進します。 

交流学習実施回数 

【基準値】 8回(令和４年度) 

【目標値】 ８回(令和９年度) 

ＩＣＴ教育推進事業 

【生涯学習課 学校教育係】 

デジタル教科書の導入やタブレットの活用、校務支援

システムなどＩＣＴを活用した学校教育を推進します。 

タブレット導入率 

【基準値】   100%(令和４年度) 

【目標値】 現状維持(令和９年度) 

寺子屋とようら事業 

【生涯学習課 社会教育係】 

小学生向けの放課後学習教室である「寺子屋とよう

ら」を実施し、基礎学力の向上を図ります。 

寺子屋とようらの参加率 

（町立小学校全児童に対する参加者の割合） 

【基準値】 １６．２％(令和４年度) 

【目標値】 １８．０％(令和９年度) 

放課後子供教室「ホウカＧＯ！」の開催 

【生涯学習課 社会教育係】 

町内の全小学生を対象に放課後の安全・安心な活動

拠点を設け、スポーツや環境教育、文化活動、地域住

民との交流活動などの各種学習プログラムを展開し

ます。 

放課後子供教室「ホウカＧＯ！」の参加率 

（町立小学校全児童に対する参加者の割合） 

【基準値】 28.9％(令和４年度) 

【目標値】 30.0％(令和９年度) 



 

27 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

オンライン学習環境整備 

【生涯学習課 学校教育係】 

タブレットの活用等により遠隔授業の取組や学校間の

交流学習を推進します。 

学校間のオンライン交流学習 

実施回数 

【基準値】 4回(令和４年度) 

【目標値】 ６回(令和９年度) 

個別最適化学習の推進 

【生涯学習課 学校教育係】 

個別最適な学びの実現に向けて、ＩＣＴを活用し、学習

履歴や生徒指導上のデータ、健康診断情報等を蓄積・

分析・利活用します。 

校務支援システムの導入率 

【基準値】   100%(令和４年度) 

【目標値】 現状維持(令和９年度) 
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《基本目標４》 地域で安心して暮らし続けられるまちをつくる 

数値目標 

評価指標 基準値 目標値 

住民基本台帳における転出者数 
228人／年 

(令和元～4年平均) 

250人／年 

(令和5～９年平均) 

転出超過数 
32人／年 

(令和元～4年平均) 

30人／年 

(令和5～９年平均) 

 

施策１ 持続可能な医療提供体制の確保 

「豊浦町国民健康保険病院改革プラン」に基づき、豊浦町国民健康保険病院の経営健全化を推進

します。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

病院地域医療総合連携局の体制強化 

【国民健康保険病院】 

高齢者介護関連機関や保健センターとの連携をより

高めるため、地域医療総合連携局の強化を図ります。 

豊浦町国民健康保険病院の病床利用率 

【基準値】 45.0％(令和４年度) 

【目標値】 85.0％(令和９年度) 

訪問診療の実施 

【国民健康保険病院】 

病状により通院ができない患者に対し、訪問診療によ

る医療支援を行います。 

医師の確保 

【基準値】 ３名(令和４年度) 

【目標値】 ３名(令和９年度) 

電子カルテシステムの導入 

【国民健康保険病院】 

医療情報システムを刷新し、「患者サービスの向上」、

「医療の質の向上」、「経営健全性の向上」、「地域医療

への貢献」、職員の業務環境の向上」を図るため電子

カルテシステムの導入を行います。 

電子カルテシステム導入及び 

院内各部門システムの連携 

【基準値】 未導入(令和４年度) 

【目標値】   導入(令和９年度) 
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施策２ 高齢者福祉の充実 

高齢者ができる限り自立度を維持し自分らしい生活を継続できるよう、住民主体の取組を含めて

介護予防を推進します。 

今後予測される高齢者人口の減少を踏まえ、町営事業所を含む町内における介護保険サービス

の適正供給に向けた検討を行います。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

一般介護予防事業 

【総合保健福祉施設 保険福祉係、地域包括支援センター】 

高齢者の介護予防と自立した日常生活の支援を目的

として、はつらつ運動教室など介護予防に関する講座

を行います。 

介護予防に関する集いの場 

【基準値】   １箇所(令和４年度) 

【目標値】 現状以上(令和９年度) 

介護予防・生活支援サービス事業 

【総合保健福祉施設 保険福祉係、地域包括支援センター】 

要支援１～２及び基本チェックリストにより生活機能の

低下がみられた方を対象に訪問型サービス及び通所

型サービスを提供します。 

ちょこっとサロン実施団体 

【基準値】  ５団体(令和４年度末) 

【目標値】 10団体(令和９年度末) 

在宅介護サービスの適正供給に向けた検討 

【総合保健福祉施設 保険福祉係、地域包括支援センター】 

町営事業所を含む町内における介護保険サービスの

適正供給に向けた検討を行います。 

 

介護ロボットなどのＩＣＴ機器の導入促進 

【総合保健福祉施設 総務係】 

移動支援、排泄支援、見守り、入浴支援など介護ロボ

ットの導入やＩＣＴを活用した業務効率化を促進しま

す。 

介護ロボット等ICT機器導入 

【基準値】    ０機器(令和４年度) 

【目標値】 １機器以上(令和９年度) 
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施策３ 地域防災力の向上 

自主防災組織結成を促進するとともに、防災訓練を定期的に実施し、自助・共助による地域の防

災力向上を図ります。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

自主防災組織業務 

【政策財政課 交通防災係】 

地域防災力の向上を図るため、自主防災組織の普及

啓発を図るとともに、自主防災組織における防災用品

の購入等に対して交付金を交付します。 

自主防災組織数 

【基準値】  ９組織(令和４年度末) 

【目標値】 17組織(令和９年度末) 

防災備蓄品業務 

【政策財政課 交通防災係】 

食料・飲料水・燃料及び毛布等生活必需品の備蓄・調

達体制を整備します。また、電源を要しない暖房器具

など災害発生時に必要となる資機材の備蓄を推進し

ます。 

避難想定人数×１日分の食料備蓄率 

【基準値】  100％(令和４年度) 

【目標値】 現状維持(令和９年度) 

防災訓練業務 

【政策財政課 交通防災係】 

災害発生時の対応力を高めるため、津波避難訓練や

有珠山火山噴火総合防災訓練などの防災訓練を実施

します。 

防災訓練参加者数 

【基準値】  80人(令和４年度) 

【目標値】 130人(令和９年度) 

避難行動要支援者名簿管理事業 

【政策財政課 交通防災係、総合保健福祉施設 保険福祉係】 

高齢者や障がい者などの要配慮者のうち、避難につ

いて特に支援を必要とする「避難行動要支援者」の名

簿の改訂を行います。 

避難行動要支援者名簿の更新回数 

【基準値】  1回/年(令和４年度) 

【目標値】 12回/年(令和９年度) 

防災DXの推進 

【政策財政課 交通防災係】 

平時における避難行動要支援者名簿の管理や個別避

難計画の作成、災害発生時の避難者及び避難所管理

が可能となるシステムの導入など、防災におけるデジ

タル技術の活用を推進します。 

デジタルを活用した 

個別避難計画策定率 

【基準値】   0％(令和４年度) 

【目標値】 100％(令和９年度) 
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施策４ 道路・公共交通の充実 

町営バスやコミュニティバスなど町が運行しているバス路線により、町内の移動手段を確保する

とともにバス利用者のニーズ把握に努め、利便性向上と運行の適正化を図ります。 

また、ＩＣＴを活用して冬期間における町道除雪の効率化を図ります。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

地域公共交通活性化協議会の開催 

【政策財政課 交通防災係】 

地域における需要に応じた住民の生活に必要なバス

等の公共交通の確保や利便性の向上に向けて地域公

共交通活性化協議会を開催します。 

コミュニティバスの年間利用者数 

【基準値】 14,127人／年(令和４年度) 

【目標値】     現状維持(令和９年度) 

生活路線バス見直し検討 

【政策財政課 交通防災係】 

町民の生活に必要な民間路線バスの見直しに向けた

検討を行い、バス路線を維持確保します。 

関係団体との協議回数 

【基準値】    1回/年(令和４年度) 

【目標値】 2回以上/年(令和９年度) 

GPS除雪管理システム運用事業 

【建設課 土木係】 

GPSを活用した除雪車の管理及び除雪センサーによ

る出動通知の自動送信を行うシステムの運用により、

除雪の作業効率化と住民サービスの向上を図ります。 

除排雪作業1回当たりの平均作業時間 

【基準値】 5.0時間(令和４年度) 

【目標値】 現状維持(令和９年度) 

 

施策５ 温室効果ガスの発生抑制 

行政自らが率先して環境保全活動に取り組み、町全体への波及を進めるため、公共施設等におけ

る省エネ対策など地球温暖化防止施策を推進します。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

公共施設への省エネ機器導入検討 

【政策財政課 政策推進係】 

公共施設へのLED照明など省エネ機器の導入に向け

た検討を推進します。 公共施設のCO２排出量 
 

豊浦町地球温暖化対策実行計画推進事業 

【政策財政課 政策推進係】 

豊浦町地球温暖化対策実行計画（第２期）に基づいて

省エネ対策等を推進し、温室効果ガスの排出抑制を推

進します。 

 

【基準値】 2，727(令和４年度) 

【目標値】 1，636(令和９年度) 
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施策６ 自治体DXの推進 

マイナンバー制度を利用した情報連携を推進し、各種届け出や申請など行政手続きのオンライン

化による行政サービスの利便性向上に取り組みます。 

 

具体的な事業・取組 重要業績評価指標（KPI） 

行政手続きのオンライン化促進 

【町民課 町民係】 

マイナンバーカードを活用し、各種行政手続きのオン

ライン化を推進します。 

オンライン化対応手続き件数 

【基準値】 200件(令和４年度末) 

【目標値】 300件(令和９年度末) 

統合型GIS運用事業 

【政策財政課 財政係】 

地図データ（道路、街区、建物、河川など）を共用でき

る形に整備し、統合して維持管理することで業務の効

率化を図ります。 

連携・活用業務数 

【基準値】  ０業務(令和４年度) 

【目標値】 １０業務(令和９年度) 

自治体DX推進事業 

【政策財政課 財政係】 

ＩＣＴの活用により、庁内業務の効率化を図ります。 

自治体システムの標準化対応業務数 

【基準値】  ０業務(令和４年度) 

【目標値】 １８業務(令和９年度) 

ドローンの利活用 

【政策財政課 財政係】 

ドローンを活用した空き家調査や道路調査などの業

務効率化を図ります。また、災害発生時の農林業被害

確認や空撮による観光サービスなど、ドローンの利活

用拡大に向けた検討を進めます。 

ドローン活用業務数 

【基準値】 ２業務(令和４年度) 

【目標値】 ４業務(令和９年度) 

タブレット端末の利活用 

【農業委員会】 

タブレット端末の活用により、農地確認等の農業委員

会業務の効率化を図ります。 
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第５章 第２期豊浦町総合戦略の推進 

１．ＰＤＣＡサイクルによる施策の推進と検証 

第２期総合戦略に掲げた目標の実現に向けて、基本目標ごとに設定した数値目標と重要業績評価指標

（KPI）を用い、検証と改善を図る仕組みとしてＰＤＣＡサイクルを活用した施策の進行管理を行います。 

 

■ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

２．推進体制と進行管理 

第２期総合戦略の取組を実施するにあたっては、庁内の各部署が連携して総合的に対応します。また、

設定した基本目標ごとの数値目標や重要業績評価指標（KPI）の達成状況の中間評価・検証を行うことで、

実施する事業等を改善するしくみ（PDCAサイクル）を確立します。 

さらに第２期総合戦略は、本町の最上位計画の策定を行う「豊浦町総合計画及び総合戦略策定審議会」

において、第６次豊浦町総合計画後期基本計画と併せて事業の実施状況の評価、検証を行います。 

  

計画の策定 

計画の実行 

必要に応じて 

計画の見直し 

実施結果の 

点検・評価 
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附属資料 

策定の経過 

年月日 会議名等 内   容 

令和５年１月２３日 検討会議 
●町長・副町長と若手職員のワークショ

ップ 

令和５年６月２日 政策調整会議 
●第２期豊浦町総合戦略（仮称）骨子案

の確認依頼 

令和５年６月８日 
第１回 豊浦町総合計画及び総合戦略
策定審議会 

●令和４年度第３回総合計画・総合戦略

策定検討会議ワークショップ報告書に

ついて 

●第２期豊浦町総合戦略（仮称）骨子案

について 

令和５年７月３日 政策調整会議 
●第２期豊浦町総合戦略（仮称）素案の

確認依頼 

令和５年７月５日 
第２回 豊浦町総合計画及び総合戦略
策定審議会 

●事例紹介：自治体によるＤＸ活用につ

いて 

●第２期豊浦町総合戦略（仮称）素案に

ついて 

●戦略の名称について 

令和５年７月21日 議員懇談会 
●第２期豊浦町総合戦略（仮称）素案に

関する意見交換 

令和５年７月18日 

～令和５年８月16日 
パブリックコメント 

●第２期豊浦町総合戦略（仮称）素案に

関する意見募集 

令和５年８月28日 
第３回 豊浦町総合計画及び総合戦略
策定審議会 

●第２期豊浦町総合戦略（案）について 

●答申書（案）について 
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審議会への諮問文 

 

 

 

 

令和４年10月28日 

 

豊浦町総合計画及び総合戦略策定審議会会長 様 

 

豊浦町長 村井 洋一 

 

 

第６次豊浦町総合計画後期基本計画及び第２期豊浦町総合戦略

の策定について（諮問） 

 

 

豊浦町総合計画策定審議会条例（昭和 43 年 12 月２日条例第 22 号）第

２条に基づき、第６次豊浦町総合計画後期基本計画及び第２期豊浦町総合

戦略の策定について、貴審議会の意見を求めます。 

 

  



 

36 

審議会からの答申文 

 

 

 

 

令和５年８月２８日 

 

豊浦町長 村井 洋一 様 

 

豊浦町総合計画及び総合戦略策定審議会 

会長 西 篤 

 

第２期豊浦町総合戦略について（答申） 

 

令和４年１０月２８日付けで諮問のあった第２期豊浦町総合戦略の策定につ

いて、当審議会で慎重に審議をした結果、別添のとおり答申します。 

なお、令和５年２月２２日付け「第６次豊浦町総合計画後期基本計画について

（答申）」において付した意見に配慮し、地域ビジョンの実現に向け鋭意努力され

ることを要望します。 
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パブリックコメント 

 
★計画（案）について、町民等

の意見や質問を収集 

報告 

庁外体制（町民） 町議会 

議決 

豊浦町総合計画及び 

総合戦略策定審議会 
 
★総合戦略に関する調査・審議 

★関係団体、有識者、公募委員

により構成 

★必要に応じて部会を設置 

 
 

第２期豊浦町総合戦略策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

答申 

諮問 

政策調整会議 
 
★総合戦略の協

議・調整 

★課長職等によ

り構成 

庁内体制 

報告 

提案 
意見 

町長と若手職員の意見交換会 
 
★施策・事業の課題や今後のまちづ

くりのあり方等に関する町長と若

手職員の意見交換会 

事務局 

（政策財政課） 
 

★全体の意見調整 

★庁内の意見調整 

★理事者への報告 

★議会との意見交換 

★進行管理 

★意見集約 

★情報提供 など 

施策等の検討会議 

庁内各課 
 
★分野別の具体的施策の提案 

★各課メンバーにより構成 

施策評価・各課ヒアリング 
 
★現行計画の施策及び取組等の評価 

★施策の詳細に関する各課へのヒア

リング 

検討会議 
 

★総合戦略の

協議・調整 

★係長職等に

より構成 

報告 

提案 
意見 

町長 

副町長・教育長 
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豊浦町総合計画及び総合戦略策定審議会条例 

(設置) 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定に基づき、豊浦町総合計画(以下

「総合計画」という。)及びまち・ひと・しごと創生法(平成26年法律第136号)の規定に基づく豊浦町総

合戦略(以下「総合戦略」という。)の策定、実施状況及び効果の検証を行うため、豊浦町総合計画及び総

合戦略策定審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

(令4条例10・旧第2条繰上・一部改正) 

 

(所掌事務) 

第2条 審議会は、町長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、町長に答申する。 

(1) 総合計画及び総合戦略の策定に関すること。 

(2) 総合計画及び総合戦略の実施状況及び効果の検証に関すること。 

(3) 総合計画及び総合戦略の見直しに関すること。 

(4) 前3号に掲げるもののほか、町長が必要と認めること。 

(令4条例10・追加) 

 

(組織) 

第3条 審議会は委員12名以内で組織する。 

2 委員は、次の各号に掲げる者の中から町長が委嘱する。 

(1) 町の区域内の公共的団体の役員及び職員 

(2) 学識経験を有する者 

(3) 「産官学金労言士」分野の有識者 

(4) 公募による者 

(5) その他町長が必要と認める者 

(令4条例10・一部改正) 

 

(会長) 

第4条 審議会に会長を置き、委員の互選によつてこれを定める。 

2 会長は会務を総理する。 

3 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは会長があらかじめ指定した委員が会長の職務を代理

する。 

(令4条例10・一部改正) 

 

(委員) 

第5条 委員の任期は当該諮問に係る審議が終了し、その結果を町長に答申するまでとする。 

2 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(令4条例10・一部改正) 
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(会議) 

第6条 審議会は、会長が招集する。 

2 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し可否同数のときには、会長の決するところによる。 

4 審議会は、必要あると認められるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見若しくは説明を聴き、

又は必要な資料を求めることができる。 

(令4条例10・一部改正) 

 

(庶務) 

第7条 審議会の庶務は、政策財政課において処理する。 

(平26条例12・平29条例4・一部改正) 

 

(雑則) 

第8条 この条例に定めるもののほか審議会に関し必要な事項は町長が定める。 

 

附 則 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

2 豊浦町総合開発振興委員会条例(昭和28年条例第25号)は、廃止する。 

 

附 則(昭和51年6月25日条例第18号) 

この条例は、昭和51年4月1日から適用する。 

 

附 則(平成9年3月24日条例第2号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

附則(平成26年5月2日条例第12号) 

この条例は、公布の日から施行し、平成26年4月1日より適用する。 

 

附則(平成29年3月7日条例第4号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

附則(令和4年5月13日条例第10号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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豊浦町総合計画及び総合戦略策定審議会委員名簿 

 

（敬称略） 

種 別 氏   名 所属団体等 備考 

産業界 西      篤 豊浦町商工会事務局長 会長 

産業界 木 村  幸 弘  いぶり噴火湾漁業協同組合豊浦支所長  

産業界 栗 栖    博 とうや湖農業協同組合豊浦支所長  

産業界 徳 田  照 男  噴火湾とようら観光協会専務理事 
会長 

職務代理者 

教育機関 矢 島  安 博  豊浦町社会教育委員  

行政機関 梶 原  淳 一  胆振総合振興局森林室豊浦事務所長  

金融機関 福 島  晋 也  伊達信用金庫虻田支店豊浦出張所長  

福祉団体・労働団体 浅野 知佐子 豊浦町社会福祉協議会事務局長  

その他 阿 部    満 豊浦町自治会連合会理事  

その他 米 永  宏 史  豊浦町子ども子育て支援会議  

その他 曽 川 法 子   

公募委員 木村 香菜子   
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